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合　　　　　　　計 26,953,647 11,336,003 42.06
令 和 ５ 年 度 繰 越 明 許 費 659,145 242,874 36.85

予 備 費 30,000 0 0.00
小　　　　　　　計 26,294,502 11,093,129 42.19

公 債 費 1,938,768 961,679 49.60
諸 支 出 金 31 0 0.00

教 育 費 4,000,632 1,560,865 39.02

土 木 費 2,739,886 1,160,302 42.35
消 防 費 870,612 391,524 44.97

農 林 水 産 業 費 753,726 328,818 43.63
商 工 費 475,993 341,388 71.72

衛 生 費 4,825,764 3,023,241 62.65
労 働 費 20,347 20,100 98.79

総 務 費 3,003,189 773,159 25.74
民 生 費 7,476,320 2,453,931 32.82

（単位：千円）

区　　　　　　　分 予算現額 支出済額
予算に対する
執行率（％）

議 会 費 159,234 78,122 49.06

令 和 ５ 年 度 繰 越 明 許 費 659,145 186,719 28.33
合　　　　　　　計 26,953,647 11,100,667 41.18

小　　　　　　　計 26,294,502 10,913,948 41.51

諸 収 入 623,276 107,410 17.23
市 債 4,114,600 0 0.00

繰 入 金 1,362,434 0 0.00
繰 越 金 497,694 1,201,117 241.34

財 産 収 入 11,477 2,708 23.60
寄 附 金 760,403 159,563 20.98

国 庫 支 出 金 3,749,243 685,230 18.28
県 支 出 金 1,651,069 248,149 15.03

使 用 料 及 び 手 数 料 134,517 54,152 40.26

地 方 交 付 税 7,100,000 4,917,283 69.26
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 3,351 1,651 49.27

32.36
環 境 性 能 割 交 付 金 15,000 8,490 56.60

分 担 金 及 び 負 担 金 35,721 15,552 43.54

国有提供施設等所在市町村助成交付金 1,816 0 0.00
地 方 特 例 交 付 金 118,000 212,243 179.87

令和6年度上半期（4月～9月）の財政事情（令和6年9月30日現在）
１　歳入及び歳出の概況

区　　　　　　　分 予算現額 収入済額
予算に対する
収入率（％）

（単位：千円）

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 10,000 0 0.00

利 子 割 交 付 金 1,000 475 47.50
配 当 割 交 付 金 19,000 4,819 25.36

市 税 4,769,523 2,600,190 54.52
地 方 譲 与 税 227,378 66,236 29.13

地 方 消 費 税 交 付 金 1,000,000 577,093 57.71
法 人 事 業 税 交 付 金 70,000 45,438 64.91

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 19,000 6,149
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収 入

支 出

収 入

支 出

下 水 道 事 業 会 計

収 益 的
収 支

1,844,078 781,157

1,791,518 255,294

資 本 的
収 支

1,301,131 270,881

1,759,680 609,553

※水道・下水道・病院事業会計の予算現額は、収益的支出と資本的支出を集計しています。

113,431

228,394 104,272

合　　　　　　　計 17,572,230 6,172,001 6,313,686

病 院 事 業 会 計

収 益 的
収 支

381,871 36,620

763,574 362,266

資 本 的
収 支

161,755

水 道 事 業 会 計

収 益 的
収 支

1,273,574 547,121

1,206,383 203,507

資 本 的
収 支

579,090 0

1,171,668 618,417

押 切 外 四 ヶ 大 字 財 産 区 特 別 会 計 5,008 5,932 1,183

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 1,025,728 383,454 423,707

介 護 保 険 特 別 会 計 5,449,069 2,403,986 2,173,908

区　　　　　　　分 予算現額 収入済額 支出済額

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 4,171,208 1,629,419 1,561,579

（２）特別会計等 （単位：千円）
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※出資金には、一般会計に係る出資による権利と出捐金の合計額を計上しています。
基 金（千 円） 9,750,715

有価証券 （千 円） 3,500

出 資 金 （ 千 円 ） 40,448

土 地 （ ㎡ ） 2,013,121.40 1,496,186.98 516,934.42

建 物 （ ㎡ ） 204,581.93 185,676.21 18,905.72

合　　　　　　　計 42,967,895 1,092,914 2,864,526

３　財産の現在高

区　　　　　　　　　　分
備　　　　　　　考

行政財産 普通財産

特別会計等の市債残高 24,708,322 628,471 1,647,221
全会計の一時借入金残高 0 0 0

（単位：千円）

区　　　　　　　　　　分
借入金の負担状況（円）

１人当たり １世帯当たり

一般会計の市債残高 18,259,573 464,443 1,217,305

合　　　　　　計 4,769,523 4,718,150 121,314 317,968

世　帯　数（世帯） 15,000
（令和6年9月30日現在）

人　　　口（ 人 ） 39,315

鉱 産 税 2 0 0 0

入 湯 税 7,635 4,268 194 509

軽 自 動 車 税 177,130 185,709 4,505 11,809

市 た ば こ 税 263,152 133,508 6,693 17,543

市 民 税 1,814,642 1,603,134 46,156 120,976

固 定 資 産 税 2,506,962 2,791,531 63,766 167,131

２　市民負担の概況
（単位：千円）

市税の区分 予算現額 調定額
予算現額負担状況（円）

１人当たり １世帯当たり
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令和５年度 一般会計決算の概要 

 

（１）総括 

表１ 決算の概要                           （単位：千円） 

区      分 令和５年度 令和４年度 

  歳 入 総 額 （A） 24,741,879 24,258,682 

  歳 出 総 額 （B） 23,482,029 22,898,044 

  歳入歳出差引額  (A) － (B) （C） 1,259,850 1,360,638 

  翌年度に繰り越すべき財源 （D） 58,733 219,171 

  実 質 収 支  (C) － (D) （E） ① 1,201,117 ② 1,141,467 

  単年度収支  ① －  ② （F） 59,650 10,240 

  財政調整基金積立金 （G） 100,052 100,029 

  公債費繰上償還金 （H） 0 0 

  財政調整基金取崩額 （I） 0 0 

 実質単年度収支 (F)＋(G)＋(H)－(I) （J） 159,702 110,269 

  実質収支比率   (E)  ÷ （L) （K） 9.2％ 8.8％ 

 標準財政規模 （L） 13,092,528 13,030,596 

 

令和５年度の予算では、前年度に引き続き阿賀野市総合計画に掲げる３つの施策（人口減少対

策、デジタル化の推進、防災・減災対策）に、コロナ禍からの経済社会活動の回復を実現させる

ため、「地域経済の回復と活性化」を加えた４つを重点施策として、財源配分に努めました。 

また、「新型コロナウイルス感染症対策」については、感染症拡大防止と、感染拡大の影響を

受けている地域経済や市民生活の支援を進めることとし、５類移行後も、社会情勢を的確に捉え、

機動的かつ適切な対策を講じました。 

予算の執行にあたっては、経済情勢の市税収入への影響や国庫支出金及び地方交付税等につい

て国の動向を注視するとともに、健全な財政運営のため基金積立、借入金の返済や計画的な市債

の発行に取り組み、歳入確保に万全を期すことはもとより、歳出においても、最少の経費で最大

の効果をあげるよう、効率的な予算執行に努めました。 

この結果、令和５年度一般会計は、予算現額 250億 3,522万１千円に対し、歳入決算額は、247

億 4,187万９千円（前年度比４億 8,319万７千円、2.0％増）、歳出決算額は 234億 8,202万９千

円（前年度比５億 8,398万５千円、2.6％増）となりました。 

歳入歳出の差し引き額は、12 億 5,985 万円で、翌年度への繰越事業充当財源 5,873 万３千円を

差し引いた実質収支は 12億 111万７千円の黒字となりました。  

標準財政規模とは 

その地方自治体が標準的な状態であるときに、通常収入が見込まれる一般財源の規模を表

すものです。 
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（２）歳入 

歳入の主な科目別の決算状況と増減要因は次のとおりです。 

 

１ 市税 49億 5,711万２千円（前年度比 4,386 万３千円、0.9％減） 

法人市民税は、海外取引のある製造業で円安等の影響に伴う減収があり減額となりました。 

一方で、固定資産税が、家屋での新築・増築件数の逓増や、償却資産における一定の申告増

加により微増となりましたが、市税全体では前年度より 0.9％減額となりました。 

 

２ 交付金 12億 7,648 万６千円（前年度比 1,478 万９千円、1.2％増） 

利子割交付金をはじめとした４つの交付金で前年度を下回りましたが、配当割交付金、株式

等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金及び環境性能割交付金は前年度を上回りました。中で

も、株式等譲渡所得割交付金及び法人事業税交付金では、半導体需要の増加に伴い企業収益等

が堅調だったことにより大幅に増額したため、交付金全体の増加につながりました。 

 

３ 地方交付税 73億 1,849 万９千円（前年度比 6,173万７千円、0.8％減） 

普通交付税は、マイナンバーカードの利活用に伴う地域デジタル社会推進費の増加により基

準財政需要額が増えた一方で、基準財政収入額においても、半導体需要の拡大等に伴う法人税

割が増加したことから、前年度比で減額（前年度比 9,796万２千円、1.5％減）となりました。 

また、特別交付税は、能登半島地震により被害を受けた団体への配分割合の増加等により、

当市に対する配分が相対的に減少したことから、減額（前年度比 6,377 万５千円、8.1％減）

となりました。 

 

４ 国庫支出金 37億 5,980 万９千円（前年度比５億 5,935 万３千円、13.0％減） 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の減（前年度比３億 8,706 万１千円減）

や新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金等の減（前年度比 8,163 万円減）などによ

り、減額となりました。 

 

５ 県支出金 17億 3,679 万９千円（前年度比１億 2,238 万７千円、6.6％減） 

新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金交付事業補助金（前年度比 7,736 万７千円減）、

選挙関連委託金（前年度比 4,502万３千円減）及び強い農業づくり総合支援交付金（前年度比

4,104万１千円減）の減などにより、減額となりました。 

 

６ 財産収入 1,434万３千円（前年度比 1,286万２千円、47.3％減） 

市有財産の貸付料、各種基金の預金利子などによるものです。 

令和４年度に受けた新潟県労働者信用基金協会の解散に伴う出捐金返還金（1,190 万円）の

皆減などにより、減額となりました。 
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７ 寄附金 ６億 2,808万１千円（前年度比２億 5,791万９千円、69.7％増） 

ふるさと寄附金（５億 2,876 万３千円）が増加したことなどによるものです。 

 

８ 繰入金 11億 9,086 万９千円（前年度比８億 9,643万９千円、304.5％増） 

医療情報システムの更新に係るあがの市民病院整備基金繰入金（６億 1,762 万７千円）や、

生活応援商品券プレゼント事業の実施による合併市町村振興基金繰入金（３億 9,136 万３千

円）が主なものです。 

 

９ 繰越金 13億 6,063 万８千円（前年度比 665 万２千円、0.5％減） 

前年度繰越金（11億 4,146 万７千円）、繰越明許費に充てる前年度繰越金繰越明許分（２億

1,917万１千円）です。 

 

10 市債 15億 3,852万５千円（前年度比１億 2,012万７千円、8.5％増） 

ごみ処理施設整備事業債（８億 3,650万円）、土木施設整備事業債（２億 7,210 万円）、ほ場

整備事業債（１億 500万円）が主なものです。 

 借入に際しては、後年の元利償還金が普通交付税で措置される合併特例事業債をはじめとし

た有利な起債を充てることで、後年度負担が過大にならないよう配慮しています。 
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表２ 歳入決算の状況                         （単位：千円、％） 

区  分 
令和５年度 令和４年度 前年度対比 

 構成比  構成比 増減額 増減率 

1 市      税 4,957,112 20.0  5,000,975  20.6  △ 43,863 △ 0.9 

2 地方譲与税 233,195 0.9  230,977  1.0  2,218 1.0 

3 利子割交付金 991 0.0  1,383  0.0  △ 392 △ 28.3 

4 配当割交付金 22,786 0.1  20,014  0.1  2,772 13.9 

5 株式等譲渡所得割交付金 24,528 0.1  13,949  0.1  10,579 75.8 

6 法人事業税交付金 84,191 0.3  77,666  0.3  6,525 8.4 

7 地方消費税交付金 1,010,950 4.1  1,015,172  4.2  △ 4,222 △ 0.4 

8 ゴルフ場利用税交付金 19,081 0.1  20,714  0.1  △ 1,633 △ 7.9 

9 環境性能割交付金 18,522 0.1  16,610  0.1  1,912 11.5 

10 
国有提供施設等所在 

市 町 村 交 付 金 
1,816 0.0  1,816  0.0  0 0.0 

11 地方特例交付金 90,439 0.4  90,730  0.4  △ 291 △ 0.3 

12 地方交付税 7,318,499 29.6  7,380,236  30.4  △ 61,737 △ 0.8 

13 交通安全対策特別交付金 3,182 0.0  3,643  0.0  △ 461 △ 12.7 

14 分担金及び負担金 27,656 0.1  31,047  0.1  △ 3,391 △ 10.9 

15 使用料及び手数料 137,436 0.6  138,394  0.6  △ 958 △ 0.7 

16 国庫支出金 3,759,809 15.2  4,319,162  17.8  △ 559,353 △ 13.0 

17 県支出金 1,736,799 7.0  1,859,186  7.7  △ 122,387 △ 6.6 

18 財産収入 14,343 0.1  27,205  0.1  △ 12,862 △ 47.3 

19 寄  附  金 628,081 2.5  370,162  1.5  257,919 69.7 

20 繰  入  金 1,190,869 4.8  294,430  1.2  896,439 304.5 

21 繰  越  金 1,360,638 5.5  1,367,290  5.6  △ 6,652 △ 0.5 

22 諸  収  入 560,353 2.3  559,387  2.3  966 0.2 

23 市   債 1,538,525 6.2  1,418,398  5.8  120,127 8.5 

24 自動車取得税交付金 2,078 0.0  136  0.0  1,942 1427.9 

  合  計 24,741,879 100.0 24,258,682  100.0 483,197 2.0 
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表３ 市税の収納状況                         （単位：千円、％） 

区 分 

収 納 済 額 令和５年度 
収納率 

※括弧内は 
前年度数値 

令和５年度 令和４年度 
前年度対比 

増減額 増減率 

現 

年 

課 

税 

分 

市
民
税 

個  人 1,594,274 1,562,864 31,410 2.0 99.29 

(99.50) 

法  人 301,423 399,629 △ 98,206 △ 24.6 107.73 

(100.51) 
固
定
資
産
税 

固定資産税 2,504,657 2,470,717 33,940 1.4 99.04 

(98.91) 
国有資産等所在 
市町村交付金 

74,932 79,491 △ 4,559 △ 5.7 100.00 

(100.00) 
軽
自
動
車
税 

種別割 171,174 168,429 2,745 1.6 99.13 

(99.00) 

環境性能割 7,980 8,001 △ 21 △ 0.3 100.00 

(100.00) 

たばこ税 265,423 269,521 △ 4,098 △ 1.5 100.00 

(100.00) 

鉱産税 0 0 0 0 0.00 

(0.00) 

入湯税 7,165 7,865 △ 700 △ 8.9 100.00 

(100.00) 

小  計 4,927,028 4,966,517 △ 39,489 △ 0.8 99.68 

(99.30) 

滞 
納 
繰 

越 

分 

市
民
税 

個  人 8,208 10,099 △ 1,891 △ 18.7 26.47 

(28.50) 

法  人 143 70 73 104.3 12.78 

(6.07) 

固定資産税 20,555 22,379 △ 1,824 △ 8.2 11.09 

(12.05) 

軽自動車税 1,178 1,910 △ 732 △ 38.3 17.94 

(25.19) 

小  計 30,084 34,458 △ 4,374 △ 12.7 13.43 

(14.99) 

合   計 4,957,112 5,000,975 △ 43,863 △ 0.9 
95.94 

(95.60) 
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（３）歳出 

歳出の主な目的別、性質別の決算状況と増減要因は次のとおりです。 

 

１ 目的別決算における前年度対比 

 

① 総務費（前年度比４億 4,508万７千円、16.8％増） 

生活応援商品券プレゼント事業の増（前年度比１億 1,973 万２千円増）、ふるさと納税

促進事業及び基金積立金の増（前年度比２億 6,718 万２千円増）、公共施設等整備基金積

立金の増（前年度比３億 5,000万１千円増）などによるものです。 

 

② 衛生費（前年度比７億 346万９千円、26.2％増） 

広域ごみ処理施設の整備に係る負担金の増（前年度比６億 5,425万３千円増）などによ

るものです。 

 

③ 商工費（前年度比１億 2,910万３千円、17.9％減） 

プレミアム商品券発行事業費補助金の減（前年度比１億 5,961 万３千円減）などによる

ものです。 

 

④ 土木費（前年度比４億 7,835万２千円、15.4％減） 

道の駅整備事業の減（前年度比３億 4,195 万８千円減）などによるものです。 

 

⑤ 公債費（前年度比３億 2,063万９千円、12.8％減） 

小中学校の耐震補強改築事業及び消防救急無線デジタル化整備事業に係る償還完了に

伴う減（前年度比２億 3,860 万２千円減）によるものです。 

 

２ 性質別決算における前年度対比 

 

① 義務的経費（前年度比１億 4,995 万７千円、1.4％減） 

公債費（前年度比３億 2,063 万８千円、12.7％減）は、小中学校の耐震補強改築事業及

び消防救急無線デジタル化整備事業に係る借入金の償還完了により減額となりました。 

 

② 投資的経費（前年度比７億 8,089 万１千円、35.0％減） 

普通建設事業費は、道の駅整備事業、小中学校長寿命化等改修事業及び市立図書館改修

事業の減などにより減額となりました。 

 

③ その他の経費（前年度比 15億 1,483万３千円、14.8％増） 

ａ 物件費【消費的性質の経費】（前年度比１億 423 万７千円、2.9%増） 

生活応援商品券プレゼント事業の実施などにより増額となりました。 
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ｂ 維持補修費【道路や公共用施設などの管理に必要な経費】 

（前年度比 5,285 万３千円、15.1％減） 

除雪関連費の減額などによるものです。 

ｃ 補助費等【様々な団体等への補助金、負担金】（前年度比６億 2,628万円、32.5%増） 

広域ごみ処理施設整備に係る負担金や、がんばる米農家応援事業及び生活応援商品

券プレゼント事業の実施により増額となりました。 

ｄ 積立金【財政調整基金などの基金に積立てをする経費】 

（前年度比３億 2,080万５千円、29.3％増） 

前年度比で、合併市町村振興基金、あがの市民病院整備基金及びごみ処理施設整備基

金積立金を減額した一方で、財政調整基金、ふるさと阿賀野市応援基金及び公共施設等

整備基金積立金を増額したことから、積立金全体では増額となりました。 

 

表４ 目的別歳出決算の状況                       （単位：千円、％） 

  

区  分 
令和５年度 令和４年度 前年度対比 

 構成比  構成比 増減額 増減率 

1 議会費 144,797 0.6 145,581 0.7 △ 784 △ 0.5 

2 総務費 3,092,812 13.2 2,647,725 11.6 445,087 16.8 

3 民生費 6,991,777 29.8 6,942,169 30.3 49,608 0.7 

4 衛生費 3,391,678 14.4 2,688,209 11.7 703,469 26.2 

5 労働費 20,164 0.1 20,347 0.1 △ 183 △ 0.9 

6 農林水産業費 1,047,321 4.4 975,897 4.3 71,424 7.3 

7 商工費 591,860 2.5 720,963 3.1 △ 129,103 △ 17.9 

8 土木費 2,623,022 11.2 3,101,374 13.5 △ 478,352 △ 15.4 

9 消防費 888,331 3.8 833,149 3.6 55,182 6.6 

10 教育費 1,859,295 7.9 2,005,494 8.8 △ 146,199 △ 7.3 

11 災害復旧費 0 0.0 15,526 0.1 △ 15,526 △ 100.0 

12 公債費 2,180,947 9.3 2,501,586 10.9 △ 320,639 △ 12.8 

13 諸支出金 650,025 2.8 300,024 1.3 350,001 116.7 

  合  計 23,482,029 100.0 22,898,044 100.0 583,985 2.6 
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表５ 性質別歳出決算の状況                     （単位：千円、％） 

区  分 
令和５年度 令和４年度 前年度対比 

 構成比  構成比 増減額 増減率 

義
務
的
経
費 

人 件 費 3,501,564 14.9  3,462,733 15.1  38,831 1.1 

扶 助 費 4,574,737 19.5  4,442,887 19.4  131,850 3.0 

公 債 費 2,200,948 9.4  2,521,586 11.0  △ 320,638 △ 12.7 

小  計 10,277,249 43.8  10,427,206 45.5  △ 149,957 △ 1.4 

投
資
的
経
費 

普通建設事業費 1,452,648 6.2  2,218,013 9.7  △ 765,365 △ 34.5 

 補助事業 758,983 3.2  1,259,468 5.5  △ 500,485 △ 39.7 

 単独事業 651,422 2.8  920,825 4.0  △ 269,403 △ 29.3 

 県営事業負担金 42,243 0.2  37,720 0.2  4,523 12.0 

災害復旧事業費 0 0.0  15,526 0.1  △ 15,526 皆減 

小  計 1,452,648 6.2  2,233,539 9.8  △ 780,891 △ 35.0 

そ
の
他
の
経
費 

物 件 費 3,661,544 15.6  3,557,307 15.6  104,237 2.9 

維持補修費 297,058 1.2  349,911 1.5  △ 52,853 △ 15.1 

補助費等 2,552,524 10.9  1,926,244 8.4  626,280 32.5 

 一部事務組合分 1,096,107 4.7  417,553 1.8  678,554 162.5 

貸 付 金 260,000 1.1  260,000 1.1  0 0.0 

投資及び出資金 0 0.0  0 0.0  0 0.0 

積 立 金 1,417,025 6.0  1,096,220 4.8  320,805 29.3 

繰 出 金 3,563,981 15.2  3,047,617 13.3  516,364 16.9 

小  計 11,752,132 50.0 10,237,299 44.7  1,514,833 14.8 

合     計 23,482,029 100.0  22,898,044 100.0  583,985 2.6 

 



（単位：千円）

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

R05 4,171,706 4,140,573 31,133

R04 4,230,896 4,186,154 44,742

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

R05 919,088 908,973 10,115

R04 889,619 879,137 10,482

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

R05 5,474,960 5,251,323 223,637

R04 5,367,447 5,175,000 192,447

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

R05 6,853 4,421 2,432

R04 6,153 4,305 1,848

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

R05 － － －

R04 28,123 28,123 0

会 計 名

会 計 名

少 年 自 然 の 家 特 別 会 計

押切外四ヶ大字財産区特別会計

会 計 名

介 護 保 険 特 別 会 計

特　別　会　計　決　算　状　況　の　一　覧

会 計 名

会 計 名

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計
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（単位：千円）

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出 収 支 差 引 額

R05 1,193,101 1,084,929 108,172

R04 1,200,342 1,066,248 134,094

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出 収 支 差 引 額

R05 371,120 1,017,659 △ 646,539

R04 464,653 1,046,465 △ 581,812

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出 収 支 差 引 額

R05 1,770,365 1,705,186 65,179

R04 1,812,283 1,753,280 59,003

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出 収 支 差 引 額

R05 1,195,942 1,615,497 △ 419,555

R04 987,708 1,414,890 △ 427,182

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出 収 支 差 引 額

R05 388,013 751,786 △ 363,773

R04 501,720 826,803 △ 325,083

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出 収 支 差 引 額

R05 666,283 761,482 △ 95,199

R04 145,345 288,252 △ 142,907

会 計 名

病 院 事 業 会 計

会 計 名

水 道 事 業 会 計

会 計 名

下 水 道 事 業 会 計

企　業　会　計　決　算　状　況　の　一　覧

 13 


